
若者支援に関する取組

令和７年８月１２日
中野区人権施策推進審議会資料
子ども教育部子ども・若者相談課



１ 区の若者支援事業 展開の経緯

年月 若者施策をめぐる国及び区の主な動向

令和３年４月 【国】 子供・若者育成支援推進大綱
若者の定義が示され、社会的課題を踏まえ、地域における若者の活動支援、将来の担い手の必要性が示される。

【区】 「若者施策に係る考え方について」をとりまとめ
施策の対象を「おおむね１３歳～おおむね４０歳未満」と定める
中野区基本計画における政策：「若者のチャレンジ支援」に係る取組の方向性を明示

令和３年１１月 【区】 子ども・若者支援センターの開設（みらいステップなかの）
若者支援事業（若者相談事業及び若者フリースペース事業）の開始

令和４年４月 【区】 「若者会議」事業開始

令和５年12月
【国】 こどもの居場所づくりに関する指針

こどもにとって、居場所の有無は、孤独・孤立と深く関係しており、多様なニーズに応じた多様な居場所が求められるよう
になってきている。

令和６年３月 【区】 児童館運営・整備推進計画の策定
中高生機能強化型児童館の配置の決定

令和６年６月 【区】 「中高生年代向け施設の考え方について」報告（第２回定例会）
中高生機能強化型児童館、中高生年代向け拠点施設についての考え方を整理

令和７年度
【区】 ハイティーン会議・若者会議の拡充、中高生の居場所事業の開始

ハイティーン会議の対象年齢を小学４年生まで拡充し、ティーンズ会議とする。
伴走型支援や課外活動に係る経費を充実。より子ども・若者の意見表明・チャレンジを支援できる体制へ。



２ 区の若者支援事業

若者フリースペース
「まごころドーナッツ」

若者相談

ティーンズ会議
若者会議

居場所・相談
（子ども・若者相談課）

意見表明・チャレンジを応援
（子ども・教育政策課）



３－１ 若者フリースペース「まごころドーナッツ」



〇延べ利用者人数 〇プログラム実施回数

〇実施内容

⑴対象者 中野区在住・在学・在勤の義務教育終了後から３９歳までの若者

⑵実施時間 火曜日から土曜日まで（祝日、年末年始を除く。）

午前１１時３０分から午後７時まで

⑶実施体制 スタッフが２名以上常駐

⑷委託先 ＮＰＯ法人文化学習協同ネットワーク

３－２ 若者フリースペース「まごころドーナッツ」

〇事業概要

若者が気軽に来所できる安全・安心な居場所であるとともに、生きづらさや不安を抱えたと
きに、社会的に孤立しないよう継続的な見守りがてきる環境を整備している。
また、運営にあたって、フリースペースでの交流や地域社会での活動の場を広げていくことで、
若者自らが選択した社会生活を営んでいけるよう意欲の醸成も目指している。

R４年度 R５年度 令和６年度

６４２ １２６８ １３２０

R４年度 R５年度 令和６年度

２００ ２２７ １９４



４－１ 若者相談

R3 R4 R5 R6

２２ ５６ ８５ ８８



４－２ 若者相談

〇事業概要

就学や就労などに対して困難を抱えているもの及びその家族に対し、他人や社会との関係が
再構築できるよう、助言・支援を行う。

〇実施内容

⑴対象者 中野区在住・在学・在勤の義務教育終了後から３９歳までの若者

⑵相談時間 月曜日から金曜日まで（祝日、年末年始を除く。）

午前８時３０分から午後５時まで

⑶相談方法 電話、面談

⑷体制 若者相談員２名

〇延べ相談件数

R４年度 R５年度 令和６年度

７４７ １６９４ １８５４



５ ティーンズ会議

〇事業概要

〇対象

中野区に在住・在学・在勤の小学生高学年・中学生・高
校生年代が、学校や学年の枠を超えて、意見交換や
フィールドワークを通して考えを深め、意見表明につな
げていく事業。
小学4年生から6年生までを新たに加え、今年度から
「ティーンズ会議」として実施。

中野区在住・在学・在勤の小学4年生から6年生・中学
生・高校生年代まで



６ 若者会議

〇事業概要

〇対象

大学生・社会人の視点を地域づくりにつなげるために、
中野区ではどのようなアクションが必要なのか。
若者ならではの視点を区政や地域に生かすとともに、
若者と地域のつながりを構築していくためのプロジェク
ト。

中野区在住・在学・在勤の大学生から社会人年代（おお
むね18歳から39歳まで）



７ 区の若者支援事業の現状・課題

〇令和３年１１月子ども・若者支援センター開設後から開始している「若者フリースペース」と「若者
相談」について、３年が経過し、社会情勢の変化やさまざまな課題等が挙がってきている中、これまで
の事業運営を振り返り、今後の展開について見直す時期にある。

〇区には、１５歳から３９歳までの若者が約１２万人（令和７年１月時点）おり、令和６年度区民意識
調査によると、２０代・３０代の約４割が、仕事以外の友人関係や地域との関わりについて、「関わっ
ていない」又は「関わるつもりがない」と回答している。
一方で、国の「人々のつながりに関する基礎調査」（令和６年）や他区における若者調査においては、
２０代・３０代の２割以上が「孤独を感じている」と回答している。

〇区民全体及び２０代・３０代当事者としても若者がチャレンジできる環境が整っていると感じておら
ず、実際に地域と関わるつもりがないという若者が一定数存在する。

〇令和６年度区民意識・実態調査の２０代以下・３０代の回答は合計約２５０件と少なく、区内在住の
若者の実態が的確に把握出来ていない可能性がある。

〇若者が地域とつながりチャレンジするためのきっかけ、常設・暫定的な中高生年代向けの居場所を検
討していく必要がある。
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